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第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 
(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

    ２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第95期中 第96期中 第97期中 第95期 第96期 

会計期間 

自平成14年 
 １月１日 
至平成14年 
 ６月30日 

自平成15年 
 １月１日 
至平成15年 
 ６月30日 

自平成16年 
 １月１日 
至平成16年 
 ６月30日 

自平成14年 
 １月１日 
至平成14年 
 12月31日 

自平成15年 
 １月１日 
至平成15年 
 12月31日 

売上高（百万円） 146,348 164,376 139,594 299,662 334,710 

経常利益（百万円） 3,381 11,440 14,824 9,382 22,911 

中間（当期）純損益 
（百万円） 

△691 6,891 20,976 1,888 20,188 

純資産額（百万円） 54,555 71,052 106,381 62,637 87,907 

総資産額（百万円） 299,023 269,824 237,848 275,530 229,159 

１株当たり純資産額（円） 148.15 168.01 251.61 148.24 207.90 

１株当たり中間（当期）純損
益金額（円） 

△1.88 16.30 49.61 4.78 47.75 

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益金額（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 18.2 26.3 44.7 22.7 38.4 

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

13,296 22,814 24,919 25,928 34,136 

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△6,218 △2,604 △5,814 △10,440 8,865 

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△8,973 △22,911 △25,722 △20,692 △44,615 

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（百万円） 

13,103 7,372 1,618 9,936 8,235 

従業員数（人） 11,347 11,131 7,765 11,001 7,823 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

    ２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第95期中 第96期中 第97期中 第95期 第96期 

会計期間 

自平成14年 
 １月１日 
至平成14年 
 ６月30日 

自平成15年 
 １月１日 
至平成15年 
 ６月30日 

自平成16年 
 １月１日 
至平成16年 
 ６月30日 

自平成14年 
 １月１日 
至平成14年 
 12月31日 

自平成15年 
 １月１日 
至平成15年 
 12月31日 

売上高（百万円） 65,573 117,472 135,027 173,619 245,404 

経常利益（百万円） 2,242 8,331 13,392 7,294 17,868 

中間（当期）純損益 
（百万円） 

△1,078 5,908 20,459 1,060 17,065 

資本金（百万円） 34,062 36,800 36,800 36,800 36,800 

発行済株式総数（株） 368,342,762 423,095,930 423,095,930 423,095,930 423,095,930 

純資産額（百万円） 65,475 78,005 108,993 71,056 91,368 

総資産額（百万円） 199,906 225,465 233,864 228,825 226,208 

１株当たり純資産額（円） 177.77 184.46 257.79 168.01 216.08 

１株当たり中間（当期）純損
益金額（円） 

△2.93 13.97 48.39 2.68 40.35 

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益金額（円） 

－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当
額（円） 

－ － 4.00 － 5.00 

自己資本比率（％） 32.8 34.6 46.6 31.1 40.4 

従業員数 （人） 3,531 6,109 6,197 6,051 6,011 



２【事業の内容】 
 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 なお、車両用空調機器事業を主とする㈱ゼクセルヴァレオクライメートコントロール及び同社子会社が、前連結会

計年度末に連結子会社から持分法適用関連会社となったため、当中間連結会計期間より車両用空調機器事業の区分を

廃止し、上記の関係会社は「その他の事業」における主要な関係会社となっております。 

３【関係会社の状況】 
(1) 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の持分法適用関連会社となりました。 

 （注） １．主要な事業の内容欄には、事業区分の名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の[  ]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

(2) 当中間連結会計期間において、次の連結子会社が提出会社に吸収合併されております。 

 （注） 主要な事業の内容欄には、事業区分の名称を記載しております。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所
有（又は被
所有）割合 
（％） 

関係内容 

(持分法適用関連会社)           

ヴァレオゼクセルエン
ジンクーリング㈱ 

埼玉県 
 大里郡 
 江南町 

655 その他 
0 

[40.0] 
関連する事業の製品を
製造・販売している。 

華達ゼクセル汽車空調
有限公司 

中華人民共和国 
湖南省 

百万元 
100 

その他  
0 

[30.0] 
関連する事業の製品を
製造・販売している。 

ピーティーゼクセルア
ーセーインドネシア 

インドネシア共
和国 
西ジャワ州 
カワサン県 

千ＵＳ＄ 
1,060 

その他 
0 

[49.0] 
関連する事業の製品を
製造・販売している。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所
有（又は被
所有）割合 
（％） 

関係内容 

(連結子会社)           

㈱アルマエンジニアリ
ング 

埼玉県 
 東松山市 

1,150 その他 100 
機器装置・型具治具・
工具等の設計・製造・
販売をしている。 

ボッシュアイティジャ
パン㈱ 

東京都 
 渋谷区 

100 その他 100 
当社グループ企業へ情
報システム関連のサー
ビスをしている。 



４【従業員の状況】 
(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含むほ

か、常用パートを含む。）であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを

含んでおります。）であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成16年６月30日現在

事業の部門等の名称 従業員数（人） 

ディーゼルエンジン用燃料噴射装置 3,771 

乗用車用ブレーキシステム 2,157 

その他 1,096 

全社（共通） 741 

合計 7,765 

  平成16年６月30日現在

従業員数（人） 6,197 



第２【事業の状況】 
１【業績等の概要】 
(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の増加や企業業績の回復などによる設備投資の増加を背景に引

き続き緩やかな回復傾向を示しました。雇用情勢や個人消費は長らく低迷していましたが、ようやく回復の兆しが

見え始めました。一方海外については、米国の景気は力強く回復しており、アジアでは中国、タイの景気拡大が続

くなど、世界の景気は着実に回復しました。 

 自動車業界においては、国内販売につきましては、新車効果が一巡し小型乗用車が大幅に減少した影響により、

全体としては前年同期を下回り、また、輸出につきましては、全体としては前年同期を若干上回るレベルにとどま

りました。 

 このような中で当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、環境保護、安全性、省燃費などお客

様や市場のニーズに応えた製品を投入して拡販に傾注するとともに、栃木県に宇都宮事務所を開設するなど営業基

盤の強化を図ってまいりました。一方、ボッシュ・グループの自動車部品事業におけるアジア地域のセンターとし

ての機能を確立するため、タイにおけるディーゼルエンジン用燃料噴射システムの生産や中国での合弁ビジネスへ

の出資を決定いたしました。また、間接部門の業務プロセス見直し活動や有利子負債の削減など効率化を図るとと

もに、工場再編の結果として本年６月30日をもって横須賀第一工場を閉鎖いたしました。 

  

 このような状況の中で、ディーゼルエンジン用燃料噴射システムの販売は好調に推移いたしましたが、車両用空

調機器事業につきましては㈱ゼクセルヴァレオクライメートコントロール及び同社子会社が前連結会計年度末に連

結子会社から持分法適用関連会社となったため、同事業の売上高が当中間連結会計期間より連結売上高から除外さ

れたため、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比15.1％減少し、1,395億94百万円となりました。 

 これにより、当中間連結会計期間より車両用空調機器事業の区分を廃止しましたので、前年同期比較に当たって

は、前中間連結会計期間分は、車両用空調機器事業を「その他の事業」に含め、変更後の区分に組み替えて行って

おります。 

 当中間連結会計期間の業績を主要事業別にみますと、次のとおりでございます。 

  

①ディーゼルエンジン用燃料噴射装置 

 排気ガス規制の強化に伴う代替需要および輸出の増加によりディーゼルエンジン用燃料噴射システムの販売が増

加いたしましたので、当事業の売上高は、762億87百万円（前年同期比17.5％増）となりました。 

  

②乗用車用ブレーキシステム 

 乗用車用ブレーキシステム事業につきましては、横滑り防止装置（ＥＳＣ）及びＡＢＳの売上が拡販により増加

しましたが、ブレーキブースタ及びドラムブレーキについては減少しましたので、当事業の売上高は、353億58百

万円（同0.4％減）となりました。 

  

③その他の事業 

 その他の事業の売上高は279億47百万円（同56.3％減）となりました。 

  

 収益面におきましては、経常利益は販売増加に伴う操業度効果とコスト削減効果により148億24百万円（同

29.6％増）となり、中間純利益については製品保証引当金の積み増しなどもありましたが、繰延税金資産の計上や

株式売却益などがありました結果、209億76百万円（同204.4％増）となりました。 

  

 なお、所在地別セグメントの業績につきましては、当中間連結会計期間における本邦の売上高は、全セグメント

の売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略しております。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ66億17

百万円減少（前年同期比158.2％増）し、当中間連結会計期間末には16億18百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の増加は、249億19百万円（同9.2％増）となりました。  

 これは主に会計処理方法の変更と特定製品に関わる製品保証引当金が101億81百万円計上されたこと及び減価償

却費等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動における資金の減少は、58億14百万円（同123.3％増）となりました。  

 これは主に有形固定資産の取得による支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の減少は、257億22百万円（同12.3％増）となりました。  

 これは主に短期借入金の返済及び社債の償還によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 
(1）生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） １．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．車両用空調機器事業を主とする㈱ゼクセルヴァレオクライメートコントロール及び同社子会社が、前連結

会計年度より連結子会社から持分法適用関連会社となり、当中間連結会計期間の連結売上高から除外され

たため、車両用空調機器事業の区分を廃止しましたので、前年同期比較に当たっては、前中間連結会計期

間分は、車両用空調機器事業の生産実績を「その他」に含め、変更後の区分に組み替えて行っておりま

す。なお、「その他」に含まれている前中間連結会計期間の車両用空調機器事業の生産実績は396億43百

万円であります。 

(2）受注状況 

 自動車・その他のメーカーへの納入について、各納入先より生産計画の提示を受け、当社の生産能力、過去の販

売実績、将来の予測等を勘案して生産計画を立て、見込生産を行っております。市販製品についても、見込・受注

状況を参考にして生産計画を立て、見込生産を行っております。従って、この欄に記載すべき該当事項はありませ

ん。 

(3）販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） １．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売

実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．車両用空調機器事業を主とする㈱ゼクセルヴァレオクライメートコントロール及び同社子会社が、前連結

会計年度より連結子会社から持分法適用関連会社となり、当中間連結会計期間の連結売上高から除外され

たため、車両用空調機器事業の区分を廃止しましたので、前年同期比較に当たっては、前中間連結会計期

間分は、車両用空調機器事業の販売実績を「その他」に含め、変更後の区分に組み替えて行っておりま

す。なお、「その他」に含まれている前中間連結会計期間の車両用空調機器事業の販売実績は404億80百

事業区分 
当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前年同期比（％） 

ディーゼルエンジン用燃料噴射装置（百万円） 76,149 18.3 

乗用車用ブレーキシステム（百万円） 35,297 △1.0 

その他（百万円） 12,634 △75.9 

合計（百万円） 124,081 △18.6 

事業区分 
当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前年同期比（％） 

ディーゼルエンジン用燃料噴射装置（百万円） 76,287 17.5 

乗用車用ブレーキシステム（百万円） 35,358 △0.4 

その他（百万円） 27,947 △56.3 

合計（百万円） 139,594 △15.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日産自動車㈱ 25,247 15.4 16,833 12.1 

いすゞ自動車㈱ 18,687 11.4 16,620 11.9 



万円であります。 



３【対処すべき課題】 
 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）が対処すべき課題について、重要

な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 
 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 
 当社グループは「快」を目指し、「適」を技術するを基本理念として次世代製品の開発から製品技術に至るまで、

積極的な研究開発活動を行っております。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、1,733百万円であります。 

 当中間連結会計期間における各事業区分ごとの研究課題及び研究開発費は、次のとおりであります。 

(1)ディーゼルエンジン用燃料噴射装置 

 主に当社及びドイツのボッシュ社が中心となって、研究開発活動を行っております。 

 各々、得意分野を分担して効率的に開発を行い、世界中どこでも同じものを供給できる体制をとっております。 

 欧州で発売された高性能のピエゾ式インジェクターの日本への導入に着手しました。また当社の噴射装置を装着し

た車両が欧州の排気ガス規制ユーロ４をクリアし、発売されました。 

 これからのディーゼルエンジンに欠かせない排気ガスの後処理技術であるディーゼル微粒子除去装置（ＤＰＦ）や
選択還元型（ＮＯＸ）触媒（ＳＣＲ）などの開発にも注力しております。 

 また、ジメチルエーテル（ＤＭＥ）などの代替燃料に対応する燃料噴射装置の研究も行っております。 

 当事業に係る研究開発費は868百万円であります。 

(2)乗用車用ブレーキシステム 

 ①モジュレーション部門  

 モジュレーション部門では以下の開発を行っております。 

ａ．アクティブ・セーフティ・システムとしてＡＢＳ、ＴＣＳ(Traction Control System)及びＥＳＣ(Electric  

Stability Control)の更なる小型、軽量、低コストを目指した新世代システムの開発 

ｂ．車両適用の工数削減を図るため、ＡＢＳ、ＴＣＳとＥＳＣとのモデュラー化の開発 

ｃ．モジュレーション技術を応用して更なる快適性を追求した高性能クルーズコントロール（ＡＣＣ）対応の中高

速用並びに低速用自動車両減速度制御機能（ＥＣＤ）や坂道発進補助機能（ＨＨＣ）、安全性をより高める各種ブ

レーキブーストサポート機能等の開発 

ｄ．米国のタイヤ空気圧問題に対応するために間接式タイヤ空気圧警報システムをＡＢＳ、ＥＳＣシステムに搭載

する開発及びモーター・サイクル用ＡＢＳの開発 

 ②アクチュエーション部門 

 小型、軽量、低コストを目指した次世代ブースタ、マスタシリンダの開発を当中間連結会計期間にて完了いたしま

した。 

 スルーボルトバキュームブースターの開発及び更なるブレーキフィーリング改良の研究に着手しております。  

 当事業に係る研究開発費は724百万円であります。 

(3)その他の製品 

 主に当社が中心となり、研究開発活動を行っています。 

 当事業に係る研究開発費は141百万円であります。 



第３【設備の状況】 
１【主要な設備の状況】 
 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 
 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 
 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） ボッシュアイティジャパン株式会社の吸収合併 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 600,000,000 

計 600,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成16年６月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成16年９月27日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 内容 

普通株式 423,095,930 423,095,930 東京証券取引所市場第一部 － 

計 423,095,930 423,095,930 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成16年４月１日 
（注） 

－ 423,095 － 36,800 7 33,812 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式を次のとおり含んでおります。 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）     29,366千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）       21,628千株 

  平成16年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ロバート ボッシュ インベス
トメントネーデルランドビー
ブイ 
(常任代理人 ボッシュ株式会
社経営管理事業部) 

オランダ アムステルダム市 
（神奈川県横浜市都筑区牛久保3－9－1） 

147,925 34.96 

ロバート ボッシュ コーポレ
ーション 
(常任代理人 ボッシュ株式会
社経営管理事業部) 

アメリカ イリノイ州 
（神奈川県横浜市都筑区牛久保3－9－1） 

44,021 10.40 

ロバート ボッシュ インター
ナチョナーレ ベタイリグン
ゲン アーゲー 
(常任代理人 ボッシュ株式会
社経営管理事業部) 

スイス チューリッヒ市 
（神奈川県横浜市都筑区牛久保3－9－1） 

42,388 10.02 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1－8－11 29,366 6.94 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町2－11－3 21,628 5.11 

日本生命保険相互会社特別勘
定年金口 

東京都千代田区有楽町1－2－2 11,811 2.79 

株式会社みずほコーポレート
銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都中央区晴海1－8－11 5,693 1.35 

東京海上火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1－2－1 4,123 0.97 

エスアイエスセガインターセ
トルエージー 
(常任代理人 株式会社東京
三菱銀行) 

スイス オルテン市 
 （東京都千代田区丸の内2－7－1） 

4,079 0.96 

日野自動車株式会社 東京都日野市日野台3－1－1 4,074 0.96 

計 － 315,108 74.48 



(5）【議決権の状況】 
①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が39,000株（議決権の数39個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 
【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  平成16年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   923,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 420,060,000 420,060 － 

単元未満株式 普通株式  2,112,930 － － 

発行済株式総数 423,095,930 － － 

総株主の議決権 － 420,060 － 

  平成16年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ボッシュ オー
トモーティブ システム 

東京都渋谷区渋谷３
－６－７ 

289,000 － 289,000 0.0 

株式会社太田鉄工所 
神奈川県伊勢原市石
田100 

366,000 － 366,000 0.0 

株式会社徳田練磨工作
所 

東京都大田区西糀谷
１－28－12 

254,000 － 254,000 0.0 

長坂バロック株式会社 
長野県長野市中御所
４－６－14 

14,000 － 14,000 0.0 

計 － 923,000 － 923,000 0.2 

月別 平成16年１月 平成16年２月 平成16年３月 平成16年４月 平成16年５月 平成16年６月 

最高（円） 450 373 397 437 413 506 

最低（円） 356 329 353 367 344 386 



３【役員の状況】 
 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動  

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役社長 
[代表取締役] 

品質最高責任
者 
品質改善推進
部、アジア戦
略、サイトプ
ランニング所
管 

取締役社長 
[代表取締役] 

品質統括部、
品質改善推進
部統括 
アジア戦略、
サイトプラン
ニング所管 

ステファン・ 
ストッカー 
(Stefan Stocker) 

平成16年6月1日 

取締役副社長 

企画・経理・
総務部門、人
事部門統括 
企画財務部CIP
推進グルー
プ、危機管理
室、データセ
キュリティ室
所管 

取締役副社長 

総務・経理部
門、経営企画
部、CIP推進
室、人事部
門、コンプラ
イアンス統括 
データセキュ
リティ室所管  

髙田 俊雄 平成16年9月16日 

専務取締役 

営業総括 
営業企画部、
顧客担当室、
営業関連事務
所所管 
兼顧客担当室
長 
兼エレクトロ
ニックコンポ
ーネント営業
部長 

 専務取締役 

営業総括 
営業企画部、
顧客担当室、
広報・宣伝
部、エレクト
ロニックコン
ポーネント営
業部所管 
兼顧客担当室
長 

井上 清人 平成16年7月1日 

専務取締役 
顧客担当 
顧客営業企画
部所管 

専務取締役 

顧客担当 
顧客営業企画
部、顧客品質
企画部所管 

ヘルムト・ 
ファイフレ 
(Helmut Pfeifle) 

平成16年6月1日 

専務取締役 

オートモーテ
ィブエレクト
ロニクス事業
部長 
安全・環境、
情報システム
部門総括 
テクニカルセ
ンター、富岡
工場、志木事
務所所管 

専務取締役 

オートモーテ
ィブエレクト
ロニクス事業
部長 
安全・環境、
全社情報シス
テム総括 
テクニカルセ
ンター、富岡
工場所管 

押澤 秀和 平成16年7月1日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 
(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 
 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日

まで）及び前中間会計期間（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついては朝日監査法人（現 あずさ監査法人）により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成16年１月１

日から平成16年６月30日まで）及び当中間会計期間（平成16年１月１日から平成16年６月30日まで）の中間連結財務

諸表及び中間財務諸表については中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間 朝日監査法人（現 あずさ監査法人） 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間 中央青山監査法人  



１【中間連結財務諸表等】 
(1）【中間連結財務諸表】 
①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

  
（平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
  

（平成16年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成15年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     7,436     1,630     8,348  

２．受取手形及び売掛
金 ※２   66,591     63,191     65,897  

３．たな卸資産     29,474     24,193     22,053  

４．繰延税金資産     －     8,531     －  

５．その他     8,683     3,340     5,363  

６．貸倒引当金     △221     △87     △148  

流動資産合計     111,964 41.5   100,798 42.4   101,514 44.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

（1）建物及び構築物   102,577     90,359     90,811    

減価償却累計額   59,259 43,318   56,332 34,026   55,571 35,239  

（2）機械装置及び運
搬具   186,980     146,929     149,392    

減価償却累計額   135,965 51,015   112,274 34,654   113,732 35,659  

（3）土地     22,927     19,829     20,070  

（4）その他   29,637     21,220     21,568    

減価償却累計額   20,169 9,468   15,787 5,433   16,051 5,516  

有形固定資産合計     126,729     93,944     96,485  

２．無形固定資産     4,188     2,379     2,662  

３．投資その他の資産                    

（1）投資有価証券 ※１   25,211     29,899     27,764  

（2）繰延税金資産     －     10,152     －  

（3）その他     1,963     882     940  

（4）貸倒引当金     △232     △208     △208  

投資その他の資産合
計     26,941     40,725     28,496  

固定資産合計     157,859 58.5   137,049 57.6   127,645 55.7 

資産合計     269,824 100.0   237,848 100.0   229,159 100.0 

                     

 



    
前中間連結会計期間末 

  
（平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
  

（平成16年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成15年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 ※２   47,258     41,184     41,061  

２．短期借入金 ※１   48,036     6,712     17,963  

３．１年以内償還予定
の社債     11,600     4,300     10,800  

４．製品保証引当金     4,573     7,195     3,384  

５．賞与引当金     2,744     3,429     2,944  

６．事業構造改革引当
金     －     5,789     6,066  

７．その他     20,868     19,937     16,166  

流動負債合計     135,082 50.1   88,548 37.2   98,387 42.9 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債     6,302     －     4,300  

２．長期借入金 ※1   28,946     15,709     17,267  

３．製品保証引当金     －     7,432     －  

４．退職給付引当金     20,385     18,825     19,192  

５．退職慰労金引当金     526     449     459  

６．その他     2,090     252     1,412  

固定負債合計     58,250 21.6   42,670 18.0   42,630 18.6 

負債合計     193,333 71.7   131,218 55.2   141,018 61.5 

（少数株主持分）                    

少数株主持分     5,439 2.0   247 0.1   233 0.1 

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     36,800 13.6   36,800 15.5   36,800 16.0 

Ⅱ 資本剰余金     33,795 12.5   33,813 14.2   33,805 14.8 

Ⅲ 利益剰余金     1,401 0.5   35,653 14.9   16,662 7.3 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金     1,920 0.7   3,500 1.5   4,151 1.8 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △2,834 △1.0   △3,315 △1.4   △3,455 △1.5 

Ⅵ 自己株式     △31 △0.0   △70 △0.0   △56 △0.0 

資本合計     71,052 26.3   106,381 44.7   87,907 38.4 

負債、少数株主持分
及び資本合計     269,824 100.0   237,848 100.0   229,159 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 
  

(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
  

(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

  (自 平成15年１月１日 
   至 平成15年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 金額（百万円） 百分比

（％） 

Ⅰ 売上高     164,376 100.0   139,594 100.0   334,710 100.0 

Ⅱ 売上原価     135,751 82.6   112,125 80.3   277,753 83.0 

売上総利益     28,625 17.4   27,468 19.7   56,957 17.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 ※１   17,233 10.5   12,947 9.3   34,692 10.4 

営業利益     11,391 6.9   14,521 10.4   22,264 6.6 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   66     2     61    

２. 受取配当金   93     34     112    

３．賃貸料   412     382     765    

４．為替差益   324     12     939    

５．持分法による投資
利益   195     352     661    

６．その他   443 1,535 1.0 460 1,244 0.9 925 3,466 1.0 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   889     376     1,633    

２．貸与資産減価償却
費   －     111     359    

３．その他   596 1,486 0.9 453 941 0.7 826 2,820 0.8 

経常利益     11,440 7.0   14,824 10.6   22,911 6.8 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※２ 349     36     725    

２．投資有価証券売却
益   128     1,050     894    

３．関係会社株式売却
益   95     70     1,642    

４．貸倒引当金戻入益   －     100     46    

５．事業売却益 ※３ －     －     7,795    

６．その他   47 620 0.3 － 1,258 0.9 377 11,483 3.4 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産処分損 ※４ 895     2,222     1,953    

２．確定拠出年金制度
移行に伴う損失   1,623     －     1,623    

３．事業構造改革引当
金繰入額 ※５ －     －     6,066    

４．事業再編損失 ※６ 776     －     1,000    

５．特別退職金 ※７ 458     －     1,734    

６．製品保証引当金繰
入額 ※８ －     10,181     －    

７．その他   214 3,967 2.4 － 12,404 8.9 305 12,684 3.8 

税金等調整前中間
（当期）純利益     8,092 4.9   3,678 2.6   21,710 6.4 

法人税、住民税及び
事業税   796     3,334     954    

法人税等調整額   165 962 0.6 △20,649 △17,315 △12.4 472 1,427 0.4 

少数株主利益     238 0.1   16 0.0   95 0.0 

中間（当期）純利益     6,891 4.2   20,976 15.0   20,188 6.0 

                     



③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 
  

(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
  

(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

区分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）              

Ⅰ 資本剰余金期首残高     －   33,805   － 

１．資本準備金期首残高     33,795   －   33,795 

Ⅱ 資本剰余金増加高               

１．連結子会社の合併に
伴う資本剰余金増加
高  

  － － 7 7 9 9 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高     33,795   33,813   33,805 

               

（利益剰余金の部）              

Ⅰ 利益剰余金期首残高     －   16,662   － 

１．欠損金期首残高(△)     △5,489   －   △5,489 

Ⅱ 利益剰余金増加高               

１．持分法適用会社の増
加に伴う利益剰余金
増加高 

  －   135   －   

２．連結子会社から持分
法適用会社への移行
に伴う利益剰余金増
加高 

  －   －   1,973   

３．中間（当期）純利益   6,891 6,891 20,976 21,112 20,188 22,161 

Ⅲ 利益剰余金減少高               

１．配当金   －   2,114   －   

２．連結子会社の合併に
伴う利益剰余金減少
高 

  － － 7 2,121 9 9 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高     1,401   35,653   16,662 

               



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 
  

(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
  

(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー        

税金等調整前中間 
（当期）純利益   8,092 3,678 21,710 

減価償却費   8,392 5,842 17,065 

固定資産売却益   △349 △36 △725 

投資有価証券売却益   △128 △1,050 △894 

関係会社株式売却益   △95 △70 △1,642 

事業売却益   － － △7,795 

固定資産処分損   895 2,222 1,953 

関係会社株式売却損   － － 9 

受取利息及び受取配当
金   △159 △36 △174 

持分法による投資利益   △195 △352 △661 

製品保証引当金の増加
額   743 11,239 1,112 

支払利息   889 376 1,633 

売上債権の減少額 
（△増加額）   △1,139 2,701 △11,998 

たな卸資産の減少額
（△増加額）   260 △2,141 △492 

仕入債務の増加額   2,663 123 6,919 

流動負債その他の増加
額   3,283 870 4,409 

その他   790 1,974 5,918 

小計   23,944 25,343 36,347 

利息及び配当金の受取
額   166 173 179 

利息の支払額   △1,059 △439 △1,861 

法人税等の支払額   △236 △157 △528 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー   22,814 24,919 34,136 

 



    

前中間連結会計期間 
  

(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
  

(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー        

定期預金及び有価証券
の純減少額   276 102 214 

有形固定資産の取得に
よる支出   △6,265 △6,513 △10,688 

有形固定資産の売却に
よる収入   395 872 1,155 

無形固定資産の取得に
よる支出   △219 △108 △540 

投資有価証券の取得に
よる支出   △202 △1,909 △205 

投資有価証券の売却に
よる収入   2,442 1,533 4,451 

関係会社株式の取得に
よる支出   － － △2 

関係会社株式の売却に
よる収入   830 101 830 

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の売却に
よる支出 

  － － △15 

事業売却による収入   － － 11,015 

貸付による支出   △236 △8 △54 

貸付金の回収による収
入   26 12 692 

その他   348 101 2,012 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー   △2,604 △5,814 8,865 

 



    

前中間連結会計期間 
  

(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
  

(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー        

短期借入金の純減少額   △17,974 △10,169 △36,075 

長期借入による収入   10,010 － 11,010 

長期借入金の返済によ
る支出   △5,188 △2,636 △8,966 

社債発行による収入   2,000 － 2,000 

社債の償還による支出   △11,750 △10,800 △12,550 

配当金の支払額   － △2,103 － 

その他   △8 △13 △33 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー   △22,911 △25,722 △44,615 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額   138 1 △87 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減
少額   △2,563 △6,617 △1,700 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高   9,936 8,235 9,936 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 ※ 7,372 1,618 8,235 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数        32社 （1）連結子会社の数        11社 （1）連結子会社の数        13社 

主要な連結子会社名 主要な連結子会社名 主要な連結子会社名 

 ㈱ゼクセルヴァレオクライメートコ

ントロール、群馬精機㈱、㈱フジアイ

タック、㈱東京鋳造所 

 群馬精機㈱、㈱フジアイタック、㈱

東京鋳造所、㈱ボッシュビジネスサー

ビスジャパン、ボッシュオートモーテ

ィブタイランドカンパニーリミテッド 

同左 

  

連結の範囲の増加      無 連結の範囲の増加      無 連結の範囲の増加      無 

連結の範囲の減少      無 連結の範囲の減少      ２社 連結の範囲の減少      19社 

  ①  前連結会計年度まで連結子会

社であった㈱アルマエンジニア

リングは、平成16年１月に当社

に吸収合併されました。 

①  前連結会計年度まで連結子会

社であった邑楽興産㈱は、平成

15年９月に㈱ゼクセルヴァレオ

クライメートコントロールに吸

収合併されました。 

  ②  前連結会計年度まで連結子会

社であったボッシュアイティジ

ャパン㈱は、平成16年４月に当

社に吸収合併されました。 

②  前連結会計年度まで連結子会

社であった㈱ゼクセルヴァレオ

クライメートコントロールは、

平成15年12月に株式の一部を売

却したことにより支配力が認め

られなくなったため、連結の範

囲から除外いたしました。 

 これに伴い、㈱ゼクセルヴァ

レオクライメートコントロール

の子会社11社についても同様に

連結の範囲から除外しておりま

す。 

  

  

  ③  前連結会計年度まで連結子会

社であった㈱ゼクセルトルセン

及びゼクセルベルギーホールデ

ィングエスエイは、平成15年８

月に株式の全てを売却したこと

により支配力が認められなくな

ったため、連結の範囲から除外

いたしました。これに伴い、ゼ

クセルベルギーホールディング

エスエイの子会社であるゼクセ

ルトルセンエスエイについても

同様に連結の範囲から除外して

おります。 

④  前連結会計年度まで連結子会

社であった㈱ゼクセル販売四国

は、平成15年12月に全株式を売

却したことにより支配力が認め

られなくなったため、連結の範

囲から除外いたしました。 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

  

  

  ⑤  前連結会計年度まで連結子会

社であった㈱ゼクセルライフエ

アメニティは、平成15年12月に

当社に吸収合併されました。 

⑥  前連結会計年度まで連結子会

社であった㈱ゼクセルライフビ

ジネスは、平成15年12月に清算

いたしました。 

（2）非連結子会社の名称等 （2）非連結子会社の名称等 （2）非連結子会社の名称等 

 該当会社はありません。 同左 同左 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

（1）持分法適用会社 （1）持分法適用会社 （1）持分法適用会社 

関連会社数         ５社 関連会社数         20社 関連会社数         17社 

主要な会社名 主要な会社名 主要な会社名 

 サイアムゼクセルカンパニーリミ

テッド、㈱斗源精工、ゼクセルセー

ルスタイランドカンパニーリミテッ

ド、クノールブレムゼ商用車システ

ムジャパン㈱、ヴァレオゼクセルチ

ャイナクライメートコントロールエ

スエイ 

 ㈱ゼクセルヴァレオクライメート

コントロール、ゼクセルヴァレオク

ライメートコントロールコーリアカ

ンパニーリミテッド、ゼクセルヴァ

レオコンプレッサータイランドカン

パニーリミテッド、サイアムゼクセ

ルカンパニーリミテッド、ヴァレオ

ゼクセルチャイナクライメートコン

トロールエスエイ、㈱斗源精工 

同左 

持分法適用の範囲の増加   無 持分法適用の範囲の増加    ３社 持分法適用の範囲の増加   12社 

   前連結会計年度まで持分法非

適用関連会社であったヴァレオ

ゼクセルエンジンクーリング

㈱、華達ゼクセル汽車空調有限

公司、ピーティーゼクセルアー

セーインドネシアの３社は、重

要性が増したため当中間連結会

計期間より持分法適用関連会社

といたしました。 

 前連結会計年度まで連結子会

社であった㈱ゼクセルヴァレオ

クライメートコントロールは、

平成15年12月に株式の一部を売

却したことにより、持分法適用

の関連会社となりました。 

 これに伴い、㈱ゼクセルヴァ

レオクライメートコントロール

の子会社につきましても同様に

持分法適用の関連会社となりま

した。 

持分法適用の範囲の減少   １社 持分法適用の範囲の減少   無 持分法適用の範囲の減少   １社 

 ユニシアジェーケーシーステ

アリングシステム㈱について

は、前連結会計年度まで持分法

適用の関連会社でしたが、平成

15年３月に全株式を売却し、影

響力が認められなくなったた

め、持分法適用の範囲からは除

外しております。 

   ユニシアジェーケーシーステ

アリングシステム㈱について

は、前連結会計年度まで持分法

適用の関連会社でしたが、平成

15年３月に全株式を売却し、影

響力が認められなくなったた

め、当連結会計年度から持分法

適用の範囲からは除外しており

ます。 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

（2）持分法非適用会社 （2）持分法非適用会社 （2）持分法非適用会社 

持分法を適用しない関連会社のうち

主要な会社等の名称 

持分法を適用しない関連会社のうち

主要な会社等の名称 

持分法を適用しない関連会社のうち

主要な会社等の名称 

 無錫欧亜柴油噴射有限公司、ボッ

シュオートモーティブプロダクツ 

 ボッシュオートモーティブプロダ

クツ 

 無錫欧亜柴油噴射有限公司、ボッ

シュオートモーティブプロダクツ  

持分法を適用しない理由 持分法を適用しない理由 持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、それぞれ中

間連結純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないので、持分法

適用範囲から除外しております。 

同左  持分法非適用会社は、それぞれ連

結純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないので、持分法適用

範囲から除外しております。  

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 ３．連結子会社の決算日等に関する事項 

 すべての連結子会社の中間期の末日

は、中間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左  すべての連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 (イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 (イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 （1）有価証券 （1）有価証券 

…① 満期保有目的の債券 … その他有価証券 …① 満期保有目的の債券 

 償却原価法を採用してお

ります。 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は主として移動平均

法により算定）を採用し

ております。 

時価のないもの 

 主として移動平均法に

よる原価法を採用してお

ります。 

 償却原価法を採用してお

ります。 

② その他有価証券 ② その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は主として移動平均

法により算定）を採用し

ております。 

 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

主として移動平均法によ

り算定）を採用しており

ます。 

時価のないもの 時価のないもの 

 主として移動平均法に

よる原価法を採用してお

ります。 

   主として移動平均法に

よる原価法を採用してお

ります。 

（2）デリバティブ （2）デリバティブ （2）デリバティブ 

…時価法を採用しております。        同左        同左 

（3）たな卸資産 （3）たな卸資産 （3）たな卸資産 

…主として総平均法による原価法に

よっております。 

       同左        同左 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 （1）有形固定資産 （1）有形固定資産 

…① 主として定率法を採用してお

ります。 

 なお、提出会社及び国内連結

子会社は、取得価額が10万円以

上20万円未満の減価償却資産に

ついては、法人税法の規定と同

一の３年間で均等償却する方法

を採用しております。 

…① 主として定率法を採用してお

ります。 

 なお、提出会社及び国内連結

子会社は、取得価額が10万円以

上20万円未満の減価償却資産に

ついては、取得時に全額費用処

理する方法を採用しておりま

す。 

（会計処理方法の変更） 

 従来、取得価額が10万円以上20万円未満の

減価償却資産については、法人税法の規定と

同一の３年間で均等償却する方法を採用して

おりましたが、事務処理等の効率化と財務体

質のより一層の健全化を図るため、当中間連

結会計期間より取得時に全額費用処理する方

法に変更いたしました。 

 この変更に伴う損益に与える影響は軽微で

あります。 

…① 主として定率法を採用してお

ります。 

 なお、提出会社及び国内連結

子会社は、取得価額が10万円以

上20万円未満の減価償却資産に

ついては、法人税法の規定と同

一の３年間で均等償却する方法

を採用しております。  

② 主な耐用年数は以下の通りであ

ります。 

建物及び構築物 

３年～５０年 

機械装置及び運搬具 

４年～１２年 

② 主な耐用年数は以下の通りであ

ります。 

同左 

② 主な耐用年数は以下の通りであ

ります。 

同左 

  

  

  

（2）無形固定資産 （2）無形固定資産 （2）無形固定資産 

…主として、定額法を採用しており

ます。 

       同左        同左 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

(ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 （1）貸倒引当金 （1）貸倒引当金 

… 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

       同左        同左 

（2）製品保証引当金 （2）製品保証引当金 （2）製品保証引当金 

… 提出会社及び一部の子会社にお

いて製品のクレーム費用の支出に

備えるため、売上高に対する過去

の実績比率により計上しておりま

す。 

… 提出会社において製品のクレー

ム費用の支出に備えるため、過去

の実績を基礎に将来の見込を加味

して、翌期以降保証期間内の費用

見積額を計上しております。 

（会計処理方法の変更） 

 従来、製品保証引当金は、製品クレーム費

用の支出に備えるため、売上高に対する過去

の実績比率により計上しておりましたが、当

中間連結会計期間より、過去の実績を基礎に

将来の見込を加味して、翌期以降保証期間内

の費用見積額を計上する方法に変更いたしま

した。 

 この変更は、新品質情報システムの導入に

伴い、アフターサービス費用の実績値をより

合理的に算定することが可能となったことに

より、長期的かつ国際的な観点から、期間損

益の適正化と財政状態の健全化を図るための

ものであります。 

 この変更により、期首時点における引当金

差額7,558百万円を損益計算書「特別損失」

の「製品保証引当金繰入額」に含めて計上し

ております。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較

して、売上原価が405百万円多く計上され、

営業利益及び経常利益はそれぞれ同額少なく

計上され、税金等調整前中間純利益は7,963

百万円少なく計上されております。 

 なお、従来、製品保証引当金は流動負債に

区分掲記していましたが、当中間連結会計期

間より、１年内使用見込額については流動負

債に、１年を超える部分については固定負債

にそれぞれ区分掲記しております。 

… 製品のクレーム費用の支出に備

えるため、売上高に対する過去の

実績比率により計上しておりま

す。 

（3）賞与引当金 （3）賞与引当金 （3）賞与引当金 

… 提出会社及び国内連結子会社

は、従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当

中間連結会計期間の負担額を計上

しております。 

       同左 … 提出会社及び国内連結子会社

は、従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当

期の負担額を計上しております。 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

（4）    ―――――― （4）事業構造改革引当金  （4）事業構造改革引当金  

  … 事業構造改革の実施に伴い負担

することが見込まれる損失に備え

るため、合理的に見積られる金額

を計上しております。 

       同左 

（5）退職給付引当金 （5）退職給付引当金 （5）退職給付引当金 

… 従業員及び執行役員の退職金の

支給に備えるため設定しておりま

す。 

 従業員部分については、従業員

の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発

生していると認められる額を計上

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（２～10年）による定

額法により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５～12年）による

定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。た

だし、一部の連結子会社において

は発生時の連結会計年度から費用

処理しております。 

 また、執行役員部分について

は、執行役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく中間

連結会計期間末要支給額を計上し

ております。 

… 従業員及び執行役員の退職金の

支給に備えるため設定しておりま

す。 

 従業員部分については、従業員

の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発

生していると認められる額を計上

しております。  

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（主として10年）によ

る定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として10年）

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。 

 また、執行役員部分について

は、執行役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく中間

連結会計期間末要支給額を計上し

ております。  

… 従業員及び執行役員の退職金の

支給に備えるため設定しておりま

す。 

 従業員部分については、従業員

の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

 また、執行役員部分について

は、執行役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

（6）退職慰労金引当金 （6）退職慰労金引当金 （6）退職慰労金引当金 

… 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、提出会社及び国内連結子

会社は内規に基づく中間連結会計

期間末要支給額を計上しておりま

す。 

       同左 … 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、提出会社及び国内連結子

会社は内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 (ニ）重要なリース取引の処理方法 (ニ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっておりますが、連結

子会社の一部については通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

(ホ）重要なヘッジ会計の方法 (ホ）重要なヘッジ会計の方法 (ホ）重要なヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 提出会社及び一部の連結子会社

は、繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、為替予約については、

振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を採用しております。ま

た、金利スワップについては特例処

理の要件を満たしている場合には特

例処理を採用しております。 

同左 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

 為替予約、金利スワップ 同左 同左 

ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

 外貨建売掛金、外貨建買掛金、借

入金 

同左 同左 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

 当社グループは、為替及び金利変

動リスクの減殺及びキャッシュ・フ

ローの固定化を目的とし、デリバテ

ィブ取引の執行と管理に関する権

限・責任・実行方法等を定めた内規

に基づいて運用しております。 

同左 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変

動額比率又はキャッシュ・フロー総

額変動額比率によって有効性を評価

し、６ヶ月毎に有効性の検証を実施

しております。 

同左 同左 

(ヘ）その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

(ヘ）その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

(ヘ）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理方法 

…税抜方式により行っております。        同左        同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

同左  連結キャッシュフロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

―――――― ―――――― （１株当たり情報） 
     「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準第２号）
及び「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準の適用指針（企業会計基
準適用指針第４号）が平成14年４月
１日以後開始する連結会計年度に係
る連結財務諸表から適用されること
になったことに伴い、当連結会計年
度から同会計基準及び適用指針によ
っております。なお、これによる影
響はありません。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年１月１日 

   至 平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年１月１日 

   至 平成16年６月30日） 

（中間連結財務諸表規則の改正） 
 中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計
期間における中間連結貸借対照表の資本の部及び中間連
結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表
規則により作成しております。  

―――――― 
  

（中間連結貸借対照表） 
 前中間連結会計期間において区分掲記しておりました
「連結調整勘定」は、金額が少額となったため、固定負
債の「その他」に含めて表示しております。 
 なお、当中間連結会計期間の固定負債の「その他」に
含まれている「連結調整勘定」は61百万円であります。 

（中間連結貸借対照表） 
１．前中間連結会計期間において流動資産「その他」に
含めておりました「繰延税金資産」（前中間連結会計
期間814百万円）は、重要性が増しましたので、当中間
連結会計期間より区分掲記しております。 
２．前中間連結会計期間において固定資産「その他」に
含めておりました「繰延税金資産」（前中間連結会計
期間689百万円）は、重要性が増しましたので、当中間
連結会計期間より区分掲記しております。 

（中間連結損益計算書） 
１．前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし
た「連結調整勘定償却額」は、営業外収益の総額の100
分の10以下となったため、営業外収益の「その他」に
含めて表示しております。 
 なお、当中間連結会計期間の営業外収益の「その
他」に含まれている「連結調整勘定償却額」は７百万
円であります。 
２．前中間連結会計期間において特別利益「その他」に
含めておりました「投資有価証券売却益」（前中間連
結会計期間43百万円）は、特別利益の総額の100分の10
を超えましたので、当中間連結会計期間より区分掲記
しております。 

（中間連結損益計算書） 
１．前中間連結会計期間において営業外費用「その他」
に含めておりました「貸与資産減価償却費」（前中間
連結会計期間128百万円）は、営業外費用の総額の100
分の10を超えましたので、当中間連結会計期間より区
分掲記しております。 
２．前中間連結会計期間において特別利益「その他」に
含めておりました「貸倒引当金戻入益」（前中間連結
会計期間38百万円）は、重要性が増しましたので、当
中間連結会計期間より区分掲記しております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 
１．前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ
シュ・フローの「その他」に含めておりました「投資
有価証券売却益」（前中間連結会計期間43百万円）
は、金額的重要性が増したため区分掲記しておりま
す。 
２．前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ
シュ・フローの「その他」に含めておりました「流動
負債その他の増加額」（前中間連結会計期間2,450百万
円）は、金額的重要性が増したため区分掲記しており
ます。 
３．前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし
た営業活動によるキャッシュ・フローの「連結調整勘
定償却額」は金額が少額となったため「その他」に含
めて表示しております。 
 なお、当中間連結会計期間の営業活動によるキャッ
シュ・フローの「連結調整勘定償却額」は７百万円で
あります。 

―――――― 
  
  
  



追加情報 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
  至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
  至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
  至 平成15年12月31日) 

（１株当たり情報） ―――――― ―――――― 
 当中間連結会計期間から「１株当
たり当期純利益に関する会計基準」
（企業会計基準第２号）及び「１株
当たり当期純利益に関する会計基準
の適用指針（企業会計基準適用指針
第４号）を適用しております。な
お、これによる当中間連結会計期間
の１株当たり情報に与える影響はあ
りません。 

    

（退職給付制度の改訂）  ―――――― （退職給付制度の改訂）  
 当社及び連結子会社である㈱ゼク
セルヴァレオクライメートコントロ
ールは、平成15年２月に、従来の適
格退職年金制度を廃止し、キャッシ
ュバランスプラン（市場金利連動型
年金）及び確定拠出年金制度へ移行
する決定をし、同年７月に施行して
おります。当該移行に関しては、
「退職給付制度間の移行等に関する
会計処理」（企業会計基準適用指針
第１号）を適用し、その影響額は、
確定拠出年金制度移行に伴う損失
（1,623百万円）として特別損失に計
上しております。 

   当社及び持分法適用の関連会社で
ある㈱ゼクセルヴァレオクライメー
トコントロール（当連結会計年度末
において連結子会社から持分法適用
会社に移行）は、平成15年２月に、
従来の適格退職年金制度を廃止し、
キャッシュバランスプラン（市場金
利連動型年金）及び確定拠出年金制
度へ移行する決定をし、同年７月に
新制度を施行しております。当該移
行に関しては、「退職給付制度間の
移行等に関する会計処理」（企業会
計基準適用指針第１号）を適用し、
その影響額は、確定拠出年金制度移
行に伴う損失（1,623百万円）として
特別損失に計上しております。 

（未払賞与及び賞与引当金に対応す
る社会保険料会社負担額の費用処理
方法）  

―――――― （未払賞与及び賞与引当金に対応す
る社会保険料会社負担額の費用処理
方法）  

 従来、賞与に対応する社会保険料
会社負担額については支出時の費用
としておりましたが、厚生年金保険
法等の改正により、平成15年４月か
ら保険料算定方式に総報酬制が導入
されたことに伴い、重要性が増した
ため、当中間連結会計期間から未払
賞与及び賞与引当金に対応する負担
額を流動負債の「その他」として計
上する方法に変更しました。 
 この変更により、従来と同一の方
法によった場合と比較して、営業利
益、経常利益、税金等調整前中間純
利益は882百万円それぞれ減少してお
ります。 
 なお、セグメント情報に与える影
響は（セグメント情報）に記載して
おります。  

 
 
  

 従来、賞与に対応する社会保険料
会社負担額については支出時の費用
としておりましたが、厚生年金保険
法等の改正により、平成15年４月か
ら保険料算定方式に総報酬制が導入
されたことに伴い、重要性が増した
ため、当連結会計年度から未払賞与
及び賞与引当金に対応する負担額を
流動負債の「その他」として計上す
る方法に変更しました。 
 この変更により、従来と同一の方
法によった場合と比較して、営業利
益、経常利益、税金等調整前当期純
利益は450百万円それぞれ減少してお
ります。 
 なお、セグメント情報に与える影
響は（セグメント情報）に記載して
おります。  



注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前連結会計年度 
（平成15年12月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務 

(1) 建物及び構築物 17,681百万円 

機械装置及び運搬具 27,122百万円 

土地 12,569百万円 

その他 501百万円 

(1) 建物及び構築物 11,792百万円 

機械装置及び運搬具 20,104百万円 

土地 5,338百万円 

その他 444百万円 

(1) 建物及び構築物 12,630百万円 

機械装置及び運搬具 21,753百万円 

土地 5,685百万円 

その他 456百万円 

は工場財団抵当として は工場財団抵当として は工場財団抵当として 

短期借入金 4,252百万円 

長期借入金 13,269百万円 

短期借入金 1,801百万円 

長期借入金 3,165百万円 

短期借入金 2,191百万円 

長期借入金 3,940百万円 

の担保に供しております。 の担保に供しております。 の担保に供しております。 

(2) 建物及び構築物 7,842百万円 

機械装置及び運搬具 199百万円 

土地 2,873百万円 

投資有価証券 541百万円 

(2) 建物及び構築物 7,217百万円 

土地 1,959百万円 

(2) 建物及び構築物 7,462百万円 

土地 2,442百万円 

投資有価証券 94百万円 

は は は 

短期借入金 2,096百万円 

長期借入金 2,138百万円 

短期借入金 450百万円 

長期借入金 1,688百万円 

短期借入金 1,129百万円 

長期借入金 1,913百万円 

の担保に供しております。 の担保に供しております。 の担保に供しております。 

(3）長期借入金3,405百万円及び短期借

入金1,036百万円の合計4,442百万円

は、未特定物件担保留保条項が付さ

れています。 

(3）長期借入金838百万円及び短期借入

金2,566百万円の合計3,405百万円

は、未特定物件担保留保条項が付さ

れています。 

(3）長期借入金1,356百万円及び短期借

入金2,566百万円の合計3,923百万円

は、未特定物件担保留保条項が付さ

れています。 

※２．    ―――――― ※２．    ―――――― ※２．連結会計年度末日満期手形の処理 

     連結会計年度末日満期手形の会計処

理については、当連結会計年度の末日

が金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理してお

ります。 

 連結会計年度末日満期手形の金額は

次のとおりであります。 

    受取手形 243百万円 

支払手形 169百万円 

 ３．偶発債務  ３．偶発債務  ３．偶発債務 

  従業員住宅資金借入金につき債務保

証を行っております。 

  従業員住宅資金借入金につき債務保

証を行っております。 

  従業員住宅資金借入金につき債務保

証を行っております。 

従業員住宅資金借入金 2,136百万円 従業員住宅資金借入金 1,347百万円 従業員住宅資金借入金 1,425百万円 

 ４．輸出為替手形割引高 95百万円  ４．      ――――――  ４．      ―――――― 

 ５．売掛債権の譲渡高 

 売掛債権のうち、54百万円は譲渡し

ており、売掛金から控除しておりま

す。 

 ５．      ―――――― 

  

 ５．      ―――――― 

  



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費 

 このうち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

 このうち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

 このうち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

従業員給料手当 6,176百万円 

賞与引当金繰入額 556百万円 

運送費 2,427百万円 

退職給付費用 567百万円 

退職慰労金引当金繰入

額 
54百万円 

従業員給料手当 4,473百万円 

賞与引当金繰入額 640百万円 

業務委託料 1,359百万円 

運送費 1,235百万円 

退職給付費用 473百万円 

退職慰労金引当金繰入

額 
30百万円 

従業員給料手当 11,614百万円 

賞与引当金繰入額 661百万円 

業務委託料 2,252百万円 

運送費 6,123百万円 

退職給付費用 977百万円 

退職慰労金引当金繰入

額 
108百万円 

※２．固定資産売却益の内訳は、機械装置及

び運搬具41百万円、土地305百万円及

びその他２百万円であります。 

※２．固定資産売却益の内訳は、建物及び構

築物24百万円及びその他12百万円であ

ります。 

※２．固定資産売却益の内訳は、土地687百

万円及びその他37百万円であります。 

※３.      ―――――― ※３.      ―――――― ※３. 事業売却益の主な内容は、トルセン事

業の売却によるものであります。 

※４. 固定資産処分損の内訳は、建物及び構

築物479百万円、機械装置及び運搬具

134百万円、土地238百万円及びその他

42百万円であります。 

※４. 固定資産処分損の内訳は、建物及び構

築物493百万円、機械装置及び運搬具

1,515百万円、土地182百万円及びその

他31百万円であります。 

※４. 固定資産処分損の内訳は、建物及び構

築物458百万円、機械装置及び運搬具

1,108百万円、土地296百万円及びその

他91百万円であります。 

※５.      ―――――― ※５.      ―――――― ※５．事業構造改革引当金繰入額は、経営資

源の効率化を目的とした事業構造改革

の実施に伴い発生する損失であり、そ

の内容は以下のとおりであります。  

横須賀工場の移設・売

却に伴う損失 
1,272百万円 

その他の固定資産の処

分に伴う損失 
2,794百万円 

特別退職金 2,000百万円 

※６. 住宅用空調機器事業からの撤退による

ものであります。 

※６.      ―――――― ※６. 事業再編損失は、住宅用空調機器事業

からの撤退によるものであります。 

※７．特別退職金の主な内容は、提出会社に

おける早期退職優遇措置による希望退

職者への特別加算金であります。 

※７.      ―――――― ※７．特別退職金の主な内容は、提出会社及

び連結子会社における早期退職優遇措

置による希望退職者への特別加算金で

あります。 

※８.      ―――――― ※８. 製品保証引当金繰入額の内訳は以下の

とおりであります。 

会計方針の変更に伴う

製品保証引当金繰入額 
7,558百万円 

特定製品に対する製品

保証引当金繰入額 
2,623百万円 

※８.      ―――――― 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

   

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成15年６月30日現在） （平成16年６月30日現在） （平成15年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 7,436百万円 

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△63百万円 

現金及び現金同等物 7,372百万円 

現金及び預金勘定 1,630百万円 

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△12百万円 

現金及び現金同等物 1,618百万円 

現金及び預金勘定 8,348百万円 

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△113百万円 

現金及び現金同等物 8,235百万円 



前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 5,805 3,598 2,206 

(有形固定
資産)      

その他 11,790 6,749 5,041 

合計 17,596 10,348 7,248 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 4,946 3,455 1,490 

(有形固定
資産)      

その他 4,726 2,388 2,337 

合計 9,672 5,844 3,827 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 5,541 3,710 1,831 

(有形固定
資産)      

その他 5,944 3,717 2,227 

合計 11,486 7,427 4,058 

（注） 一部のリース取引に係る取得価額相

当額は、未経過リース料中間期末残高

（リース料総額から、利息相当額を控

除して取得価額相当額を算定している

リース取引に係るものを除く）が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）      同左 （注） 一部のリース取引に係る取得価額相

当額は、未経過リース料期末残高（リ

ース料総額から、利息相当額を控除し

て取得価額相当額を算定しているリー

ス取引に係るものを除く）が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,427百万円 

１年超 3,905百万円 

 合計 7,333百万円 

１年内 1,614百万円 

１年超 2,239百万円 

 合計 3,853百万円 

１年内 1,690百万円 

１年超 2,410百万円 

 合計 4,101百万円 

（注） 一部のリース取引に係る未経過リー

ス料中間期末残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高（利息相当額を控

除して未経過リース料中間期末残高相

当額を算定しているリース取引に係る

ものを除く）が、有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）      同左 （注） 一部のリース取引に係る未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高（利息相当額を控除して未

経過リース料期末残高相当額を算定し

ているリース取引に係るものを除く）

が、有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 2,056百万円 

減価償却費相当額 1,989百万円 

支払利息相当額 72百万円 

支払リース料 970百万円 

減価償却費相当額 954百万円 

支払利息相当額 18百万円 

支払リース料 3,944百万円 

減価償却費相当額 3,820百万円 

支払利息相当額 91百万円 

 



次へ  

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法に

よっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料    該当する取引はありません。 

１年内 159百万円 

１年超 603百万円 

 合計 763百万円 

１年内 3百万円 

１年超 7百万円 

 合計 10百万円 

 



（有価証券関係） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類 

前中間連結会計期間末 
（平成15年６月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年６月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成15年12月31日現在） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1) 国債・地方債等 26 26 △0 － － － － － － 

(2) その他 － － － － － － － － － 

合計 26 26 △0 － － － － － － 

  
  

前中間連結会計期間末 
（平成15年６月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年６月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成15年12月31日現在） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）株式 3,890 7,093 3,203 2,187 7,685 5,498 2,665 7,971 5,306 

(2）債券                  

①国債・地方債等 － － － － － － － － － 

②社債 － － － － － － － － － 

③その他 － － － － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － － － － 

合計 3,890 7,093 3,203 2,187 7,685 5,498 2,665 7,971 5,306 

  
  

前中間連結会計期間末 
（平成15年６月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年６月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成15年12月31日現在） 

中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

 その他有価証券      

非上場株式 11,709 11,692 11,695 

非上場外国債券 1 － － 

その他 1 － 0 



（デリバティブ取引関係） 
 前中間連結会計期間末（平成15年６月30日現在） 
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） １．時価の算定方法 
期末の時価は先物相場を使用しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているものについては記載対象から除いております。 

 当中間連結会計期間（自平成16年１月１日 至平成16年６月30日） 
デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

 前連結会計年度（自平成15年１月１日 至平成15年12月31日） 
デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価（百万円） 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引      

  売建      

  米ドル 2,820 2,809 11 

         

  合計 2,820 2,809 11 



（セグメント情報） 
【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成15年１月１日 至平成15年６月30日）、当中間連結会計期間（自平成16年１月１
日 至平成16年６月30日）及び前連結会計年度（自平成15年１月１日 至平成15年12月31日） 
 自動車部品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に
占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成15年１月１日 至平成15年６月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米……米国 
３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
４．「追加情報」の「（未払賞与及び賞与引当金に対応する社会保険料会社負担額の費用処理方法）」に記載の
とおり、当中間連結会計期間から未払賞与及び賞与引当金に対応する社会保険料会社負担額を流動負債の
「その他」として計上する方法に変更しました。 
 この変更により、従来と同一の方法によった場合と比較して、営業費用は「日本」において882百万円増
加し、営業利益は同額減少しております。 

当中間連結会計期間（自平成16年１月１日 至平成16年６月30日） 
 当中間連結会計期間における本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるた
め、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成15年１月１日 至平成15年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北米……米国 
３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
４．「追加情報」の「（未払賞与及び賞与引当金に対応する社会保険料会社負担額の費用処理方法）」に記載の
とおり、当連結会計年度から未払賞与及び賞与引当金に対応する社会保険料会社負担額を流動負債の「その
他」として計上する方法に変更しました。この変更により、従来と同一の方法によった場合と比較して、営
業費用は「日本」において450百万円増加し、営業利益は同額減少しております。 

  日本 
（百万円） 

北米 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 152,167 5,994 6,214 164,376 － 164,376 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
5,771 35 2,292 8,099 △8,099 － 

計 157,938 6,030 8,507 172,476 △8,099 164,376 

営業費用 146,675 5,885 8,559 161,120 △8,135 152,985 

営業損益 11,263 144 △52 11,355 35 11,391 

  日本 
（百万円） 

北米 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 313,674 10,421 10,614 334,710 － 334,710 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
12,151 34 4,337 16,523 △16,523 － 

計 325,826 10,456 14,951 351,234 △16,523 334,710 

営業費用 303,130 10,288 15,477 328,896 △16,450 312,446 

営業損益 22,695 168 △526 22,337 △73 22,264 



【海外売上高】 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 
（1）北米……米国、カナダ、メキシコ 
（2）欧州……ドイツ、英国、スペイン、スウェーデン、イタリア 
３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 
（1）北米……米国、カナダ、メキシコ 
（2）欧州……ドイツ、英国、スペイン、スウェーデン、イタリア 
（3）アジア…韓国、中国、タイ、台湾 
３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
４．地域の区分の変更 
 当中間連結会計期間より、「アジア」における海外売上高の占める割合が重要性を増しましたので、区分
掲記することといたしました。  
 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれている「アジア」地域の海外売上高は、16,963百万円で
あります。 
 また、前連結会計年度の「その他」に含まれている「アジア」地域の海外売上高は33,529百万円でありま
す。 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 
（1）北米……米国、カナダ、メキシコ 
（2）欧州……ドイツ、英国、スペイン、スウェーデン、イタリア 
３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   北米 欧州 その他 計 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 9,018 10,894 17,647 37,560 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       164,376 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高
に占める割合（％） 

5.5 6.6 10.7 22.9 

   北米 欧州 アジア その他 計 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,097 5,509 19,102 539 27,248 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         139,594 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高
に占める割合（％） 

1.5 3.9 13.7 0.4 19.5 

   北米 欧州 その他 計 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 17,012 20,195 34,669 71,877 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       334,710 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高
に占める割合（％） 

5.1 6.0 10.4 21.5 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

１株当たり純資産額 168.01円 
１株当たり中間純利
益金額 

16.30円 
１株当たり純資産額 251.61円 
１株当たり中間純利
益金額 

49.61円 
１株当たり純資産額 207.90円 
１株当たり当期純利
益金額 

47.75円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、新株予約権
付社債等潜在株式がないため記載し
ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。 
 「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第２号）
及び「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第４号）が平成14年４
月１日以後開始する連結会計年度に
係る連結財務諸表から適用されるこ
とになったことに伴い、当連結会計
年度から同会計基準及び適用指針に
よっております。なお、これによる
影響はありません。  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 6,891 20,976 20,188 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利
益（百万円） 

6,891 20,976 20,188 

期中平均株式数（株） 422,661,690 422,817,186 422,761,308 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

トルセン事業および子会社株式の譲渡  

 当社は、平成15年７月30日開催の取締役会

において、トルセン（自動車用駆動力差動制

限装置）事業およびトルセン事業に係る子会

社株式を譲渡することを決議し、平成15年８

月４日に譲渡契約を締結しました。  

(1) 譲渡の理由 

 当社はトルセン事業を燃料噴射事業、乗

用車用ブレーキ事業、自動車用エレクトロ

ニクス事業に次ぐ柱として販売の拡大に傾

注してきましたが、今後の事業展開を鑑

み、経営資源を自動車用電子制御部品など

のコア事業に集中させることとし、トルセ

ン事業はステアリング、ギアシステムの大

手である豊田工機株式会社に譲渡する方が

より発展、拡大の可能性があると判断しま

した。 

(2) 譲渡先の名称 

   豊田工機株式会社 

(3) 譲渡する事業および子会社の概要 

 ①譲渡事業の内容 

  自動車用駆動力差動制限装置に関す 

  る事業（トルセン事業） 

 ②譲渡対象資産等の内容 

 ・当社のトルセン事業に係る固定資産、

  負債、特許権及び知的財産権 

 ・連結子会社である株式会社ゼクセルト

  ルセンの株式 

   売却株式数  ：9,800株 

   売却後の持分 ：０％ 

 ・連結子会社であるゼクセルベルギーホ

  ールディングエスエイ（ベルギー）の

  株式 

   売却株式数  ：1,046,955株 

   売却後の持分 ：０％ 

（注）１．ゼクセルベルギーホールディン

     グエスエイは、欧州における 

     トルセン事業の製造・販売子会

     社であるゼクセルトルセンエス

     エイ（ベルギー）の持株会社で

     あります。 

   ２．上記のほか、連結子会社であ 

     るゼクセルトルセンインク（米

     国）が保有するトルセン事業に

     係る全ての資産・負債が営業譲

     渡されます。 

(4) 譲渡する事業の規模 

 連結売上高（平成14年１月１日～平成14

      年12月31日） 7,166百万円 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――――  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

(5) 譲渡の時期 

平成15年８月31日 

(6) 譲渡価額見込額（連結子会社ゼクセルト

ルセンインクの営業譲渡価額を含む） 

総額 11,250百万円 

 ただし、譲渡価額は譲渡日現在の帳簿

価額に基づき、必要な調整を行います。 

  

  

 

     



２【中間財務諸表等】 
(1）【中間財務諸表】 
①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 
(平成15年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成15年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   2,830     312     7,044    

２．受取手形 ※４ 1,198     2,035     1,398    

３．売掛金   47,905     51,900     55,443    

４．たな卸資産   19,678     22,367     19,443    

５．短期貸付金   17,342     13,510     15,785    

６．繰延税金資産   －     8,498     －    

７．その他   6,426     3,932     5,982    

８．貸倒引当金   △2,734     △616     △971    

流動資産合計     92,647 41.1   101,940 43.6   104,126 46.0 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１ 
※２                  

（1）建物   26,099     24,701     25,312    

（2）機械及び装置   34,622     31,222     31,887    

（3）土地   13,958     15,105     13,947    

（4）その他   8,441     8,736     8,898    

計   83,122     79,766     80,046    

２．無形固定資産   2,758     2,338     2,620    

３．投資その他の資産                    

（1）投資有価証券 ※２ 46,135     39,049     38,690    

（2）繰延税金資産   －     10,160     －    

（3）その他   1,031     815     929    

（4）貸倒引当金   △229     △205     △205    

計   46,937     49,819     39,415    

固定資産合計     132,817 58.9   131,924 56.4   122,082 54.0 

資産合計     225,465 100.0   233,864 100.0   226,208 100.0 

                     

 



    前中間会計期間末 
(平成15年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成15年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形   3,641     3,880     3,392    

２．買掛金   30,061     29,929     31,987    

３．短期借入金 ※２ 38,208     10,555     19,964    

４．１年以内償還予定
の社債   11,600     4,300     10,800    

５．製品保証引当金   3,076     7,195     3,384    

６．賞与引当金   1,854     2,833     2,540    

７．事業構造改革引当
金   －     5,789     6,066    

８．その他 ※３ 14,475     19,709     16,189    

流動負債合計     102,917 45.6   84,193 36.0   94,326 41.7 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   4,800     －     4,300    

２．長期借入金 ※２ 20,214     15,540     16,991    

３．製品保証引当金   －     7,432     －    

４．退職給付引当金   17,717     17,126     17,546    

５．退職慰労金引当金   384     439     414    

６．その他   1,425     137     1,261    

固定負債合計     44,541 19.8   40,677 17.4   40,514 17.9 

負債合計     147,459 65.4   124,871 53.4   134,840 59.6 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     36,800 16.3   36,800 15.7   36,800 16.3 

Ⅱ 資本剰余金                    

１．資本準備金   33,795     33,812     33,805    

２．その他資本剰余金   －     0     －    

資本剰余金合計     33,795 15.0   33,813 14.5   33,805 14.9 

Ⅲ 利益剰余金                    

１．任意積立金   －     11,008     －    

２．中間（当期）未処
分利益   5,518     23,952     16,674    

利益剰余金合計     5,518 2.4   34,961 14.9   16,674 7.4 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金     1,923 0.9   3,489 1.5   4,144 1.8 

Ⅴ 自己株式     △31 △0.0   △70 △0.0   △56 △0.0 

資本合計     78,005 34.6   108,993 46.6   91,368 40.4 

負債資本合計     225,465 100.0   233,864 100.0   226,208 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 金額（百万円） 百分比

（％） 

Ⅰ 売上高     117,472 100.0   135,027 100.0   245,404 100.0 

Ⅱ 売上原価     98,056 83.5   109,840 81.3   204,820 83.5 

売上総利益     19,415 16.5   25,186 18.7   40,584 16.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     11,007 9.4   11,794 8.8   22,626 9.2 

営業利益     8,408 7.1   13,391 9.9   17,957 7.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,178 1.0   954 0.7   2,299 1.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,255 1.0   953 0.7   2,388 1.0 

経常利益     8,331 7.1   13,392 9.9   17,868 7.3 

Ⅵ 特別利益 ※３   500 0.4   1,501 1.1   9,432 3.8 

Ⅶ 特別損失 ※４   2,898 2.5   11,810 8.7   10,144 4.1 

税引前中間(当期)
純利益     5,933 5.0   3,084 2.3   17,156 7.0 

法人税、住民税及
び事業税   25     3,273     91     

法人税等調整額   － 25 0.0 △20,648 △17,375 △12.9 － 91 0.0 

中間(当期)純利益     5,908 5.0   20,459 15.2   17,065 7.0 

前期繰越利益     －     3,551     －  

前期繰越損失     390     －     390  

合併子会社株式消
却損     －     △59     －  

中間（当期）未処
分利益     5,518     23,952     16,674  

                     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

満期保有目的の債券 子会社株式及び関連会社株式 満期保有目的の債券 

 償却原価法を採用しております。  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)を採用して

おります。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

  

  

 償却原価法を採用しております。 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)を採用して

おります。 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)を採用しておりま

す。 

時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

(2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

時価法を採用しております。 同左 同左 

(3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

商品・製品・半製品・仕掛品 商品・製品・半製品・仕掛品 商品・製品・半製品・仕掛品 

…総平均法による原価法によっており

ます。 

      同左       同左 

原材料・貯蔵品 原材料・貯蔵品 原材料・貯蔵品 

…最終仕入価格法による原価法によっ

ております。 

      同左       同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

①  減価償却の方法は、建物・構築

物・機械及び装置・車両運搬具・工

具器具備品とも定率法によっており

ます。ただし、一部の建物について

は定額法によっております。 

同左 同左 

②  主な耐用年数は以下の通りであり

ます。 

    

建物      3年～50年 

機械及び装置  7年～10年 

  

  

  

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 無形固定資産については、定額法を

採用しております。 

同左 同左 

 



前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

(3）少額減価償却資産 (3）少額減価償却資産 (3）少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円未満の

減価償却資産については、法人税法の

規定と同一の３年均等償却する方法を

採用しております。 

 取得価額が10万円以上20万円未満の

減価償却資産については、取得時に全

額費用処理する方法を採用しておりま

す。  

（会計処理方法の変更） 

 従来、取得価額が10万円以上20万円未満の

減価償却資産については、法人税法の規定と

同一の３年均等償却する方法を採用しており

ましたが、事務処理等の効率化と財務体質の

より一層の健全化を図るため、当中間会計期

間より取得時に全額費用処理する方法に変更

いたしました。 

 この変更に伴う損益に与える影響は軽微で

あります。 

 取得価額が10万円以上20万円未満の

減価償却資産については、法人税法の

規定と同一の３年均等償却する方法を

採用しております。 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 同左 

 



前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

(2）製品保証引当金 (2）製品保証引当金 (2）製品保証引当金 

 製品クレーム費用の支出に備えるた

め、売上高に対する過去の実績比率に

より計上しております。 

 製品のクレーム費用の支出に備える

ため、過去の実績を基礎に将来の見込

を加味して、翌期以降保証期間内の費

用見積額を計上しております。 

（会計処理方法の変更） 

 従来、製品保証引当金は、製品クレーム費

用の支出に備えるため、売上高に対する過去

の実績比率により計上しておりましたが、当

中間会計期間より、過去の実績を基礎に将来

の見込を加味して、翌期以降保証期間内の費

用見積額を計上する方法に変更いたしまし

た。 

 この変更は、新品質情報システムの導入に

伴い、アフターサービス費用の実績値をより

合理的に算定することが可能となったことに

より、長期的かつ国際的な観点から、期間損

益の適正化と財政状態の健全化を図るための

ものであります。 

 この変更により、期首時点における引当金

差額7,558百万円を損益計算書「特別損失」

の「製品保証引当金繰入額」に含めて計上し

ております。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較

して、売上原価が405百万円多く計上され、

営業利益及び経常利益はそれぞれ同額少なく

計上され、税引前中間純利益は7,963百万円

少なく計上されております。 

 なお、従来、製品保証引当金は流動負債に

区分掲記していましたが、当中間会計期間よ

り、１年内使用見込額については流動負債

に、１年を超える部分については固定負債に

それぞれ区分掲記しております。 

 製品クレーム費用の支出に備えるた

め、売上高に対する過去の実績比率に

より計上しております。 

(3）賞与引当金 (3）賞与引当金 (3）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当中間会計期

間の負担額を計上しております。 

同左  従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負担額

を計上しております。 

(4）     ―――――― (4）事業構造改革引当金 (4）事業構造改革引当金 

   事業構造改革の実施に伴い負担する

ことが見込まれる損失に備えるため、

合理的に見積られる金額を計上してお

ります。 

同左 

 



前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

(5）退職給付引当金 (5）退職給付引当金 (5）退職給付引当金 

 従業員及び執行役員の退職金の支給

に備えるため設定しております。 

 従業員部分については、従業員の退

職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計

上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により費用処理

しております。          

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法により、翌

期から費用処理することとしておりま

す。 

 また、執行役員部分については、執

行役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

同左 

  

  

  

 従業員及び執行役員の退職金の支給

に備えるため設定しております。 

 従業員部分については、従業員の退

職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法により、翌

期から費用処理することとしておりま

す。 

 また、執行役員部分については、執

行役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(6）退職慰労金引当金 (6）退職慰労金引当金 (6）退職慰労金引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

同左  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

 



前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、為替予約については、振当

処理の要件を満たしている場合は振当

処理を採用しております。 

同左 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

 為替予約 同左 同左 

ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

 外貨建売掛金、外貨建買掛金 同左 同左 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

 為替変動リスクの減殺及びキャッシ

ュ・フローの固定化を目的とし、デリ

バティブ取引の執行と管理に関する権

限・責任・実行方法等を定めた内規に

基づいて運用しております。 

同左 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変動

額比率又はキャッシュ・フロー総額変

動額比率によって有効性を評価し、６

ヶ月毎に有効性の検証を実施しており

ます。 

同左 同左 

６．消費税等の会計処理方法 ６．消費税等の会計処理方法 ６．消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

―――――― ―――――― （１株当たり情報） 
     「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準第２号）
及び「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準の適用指針（企業会計基
準適用指針第４号）が平成14年４月
１日以後開始する事業年度に係る財
務諸表から適用されることになった
ことに伴い、当事業年度から同会計
基準及び適用指針によっておりま
す。なお、これによる影響はありま
せん。 

前中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 

   至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
   至 平成16年６月30日） 

（中間財務諸表等規則の改正） 
 中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間に
おける中間貸借対照表の資本の部については、改正後の
中間財務諸表等規則により作成しております。  

―――――― 
  

（中間貸借対照表） 
 前中間会計期間において、固定資産の「その他」に含
めて表示しておりました「土地」(前中間会計期間  
8,366百万円）は、資産総額の100分の５を超えましたの
で当中間会計期間より区分掲記しております。  

―――――― 
  



追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

（１株当たり情報） ――――――  ――――――  
 当中間会計期間から「１株当たり
当期純利益に関する会計基準」（企
業会計基準第２号）及び「１株当た
り当期純利益に関する会計基準の適
用指針（企業会計基準適用指針第４
号）を適用しております。なお、こ
れによる当中間会計期間の１株当た
り情報に与える影響はありません。 

    

（退職給付制度の改訂）  ―――――― （退職給付制度の改訂）    
 当社は、平成15年２月に、従来の
適格退職年金制度を廃止し、キャッ
シュバランスプラン（市場金利連動
型年金）及び確定拠出年金制度へ移
行する決定をし、同年７月に新制度
を施行しております。当該移行に関
しては、「退職給付制度間の移行等
に関する会計処理」（企業会計基準
適用指針第１号）を適用し、その影
響額は、確定拠出年金制度移行に伴
う損失（1,227百万円）として特別損
失に計上しております。 

   当社は、平成15年２月に、従来の
適格退職年金制度を廃止し、キャッ
シュバランスプラン（市場金利連動
型年金）及び確定拠出年金制度へ移
行する決定をし、同年７月に新制度
を施行しております。当該移行に関
しては、「退職給付制度間の移行等
に関する会計処理」（企業会計基準
適用指針第１号）を適用し、その影
響額は、確定拠出年金制度移行に伴
う損失（1,227百万円）として特別損
失に計上しております。   

（未払賞与及び賞与引当金に対応す
る社会保険料会社負担額の費用処理
方法）  

―――――― （未払賞与及び賞与引当金に対応す
る社会保険料会社負担額の費用処理
方法）    

 従来、賞与に対応する社会保険料
会社負担額については支出時の費用
としておりましたが、厚生年金保険
法等の改正により、平成15年４月か
ら保険料算定方式に総報酬制が導入
されたことに伴い、重要性が増した
ため、当中間会計期間から未払賞与
及び賞与引当金に対応する負担額を
流動負債の「その他」として計上す
る方法に変更しました。 
 この変更により、従来と同一の方
法によった場合と比較して、営業利
益、経常利益、税引前中間純利益は
584百万円それぞれ減少しておりま
す。 

   従来、賞与に対応する社会保険料
会社負担額については支出時の費用
としておりましたが、厚生年金保険
法等の改正により、平成15年４月か
ら保険料算定方式に総報酬制が導入
されたことに伴い、重要性が増した
ため、当事業年度から未払賞与及び
賞与引当金に対応する負担額を流動
負債の「未払費用」として計上する
方法に変更しました。 
 この変更により、従来と同一の方
法によった場合と比較して、営業利
益、経常利益、税引前当期純利益は
315百万円それぞれ減少しておりま
す。   



注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

項目 前中間会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前事業年度末 
（平成15年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
164,865百万円 165,844百万円 166,634百万円

※２．担保資産及び担保付債

務 

     

(1）担保提供資産 百万円 百万円 百万円 

建物 

機械及び装置 

土地 

その他の有形固定資産 

投資有価証券 

 計 

18,566 

22,644 

7,182 

759 

541 

49,694 

17,237 

19,887 

6,352 

444 

－ 

43,922 

18,313 

21,512 

7,182 

456 

94 

47,559 

 上記建物・機械及び

装置・土地・その他の

有形固定資産・投資有

価証券のうち、工場財

団抵当に供している額 

40,772百万円 36,517百万円 39,334百万円 

(2）担保資産に対応する

債務 百万円 百万円 百万円 

短期借入金 

長期借入金 

 計 

3,912 

6,713 

10,625 

4,594 

5,523 

10,118 

3,065 

5,578 

8,643 

   なお、上記のほか長期借入金 

3,405百万円及び短期借入金1,036

百万円の合計4,442百万円には未特

定物件担保留保条項が付されてお

ります。 

 なお、上記のほか長期借入金838

百万円及び短期借入金2,566百万円

の合計3,405百万円には未特定物件

担保留保条項が付されておりま

す。 

 なお、上記のほか長期借入金

1,356百万円及び短期借入金2,566

百万円の合計3,923百万円には未特

定物件担保留保条項が付されてお

ります。 

※３．消費税等に係る表示  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ「流動負債」の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

同左 ―――――― 

※４．中間期末日(期末日)満

期手形 

―――――― ――――――  期末日満期手形の会計処理につ

いては、当事業年度の末日は金融

機関の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理して

おります。期末日満期手形の金額

は次のとおりであります。 

      受取手形 243百万円 

 ５．偶発債務  下記会社の銀行借入金ならびに

従業員住宅資金借入金につき債務

保証を行っております。 

 従業員住宅資金借入金につき債

務保証を行っております。 

 下記会社の銀行借入金ならびに

従業員住宅資金借入金につき債務

保証を行っております。 

  百万円 百万円 百万円 

  ＢＪＫＣタイランドカンパニー 

リミテッド 

(BAHT    95,000千) 269 

従業員住宅資金借入金 1,587 

 計 1,856 

従業員住宅資金借入金 1,347 

    

ＢＪＫＣタイランドカンパニー 

リミテッド 

(BAHT    45,000千) 121 

従業員住宅資金借入金 1,425 

 計 1,547 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

※１．営業外収益の主要項目   (百万円)   (百万円)   (百万円) 

  受取利息 63 受取利息 53 受取利息 126 

  受取配当金 53 受取配当金 185 受取配当金 350 

  賃貸料 568 賃貸料 460 賃貸料 1,161 

※２．営業外費用の主要項目   (百万円)   (百万円)   (百万円) 

  支払利息 330 支払利息 158 支払利息 654 

  社債利息 294 社債利息 209 社債利息 531 

  貸与資産減価償却費 333 貸与資産減価償却費 175 貸与資産減価償却費 580 

※３．特別利益の主要項目   (百万円)   (百万円)   (百万円) 

  固定資産売却益  320 固定資産売却益  8 固定資産売却益  711 

  投資有価証券売却益  155 関係会社貸倒引当金戻

入益 
274 

関係会社貸倒引当金戻

入益 
466 

      投資有価証券売却益  1,050 投資有価証券売却益  891 

      関係会社株式売却益 70 関係会社株式売却益 973 

          事業売却益 6,196 

※４．特別損失の主要項目   (百万円)   (百万円)   (百万円) 

  固定資産処分損 133 固定資産処分損 1,629 固定資産処分損 823 

  関係会社貸倒引当金繰

入額  
258 

会計方針の変更に伴う

製品保証引当金繰入額 
7,558 

関係会社株式評価損 

事業構造改革引当金繰

入額 

事業再編損失  

確定拠出年金制度移行

に伴う損失  

特別退職金 

426 

6,066 

1,080 

1,227 

458 

  事業再編損失  

確定拠出年金制度移行

に伴う損失  

特別退職金 

776 

1,227 

458 

特定製品に対する製品

保証引当金繰入額 
2,623 

      

      

          

 ５．減価償却実施額   (百万円)   (百万円)   (百万円) 

有形固定資産   5,594   4,888   11,609 

無形固定資産   294   339   631 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

借手側 借手側 借手側 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械及び
装置 

3,668 2,031 1,636 

その他 3,909 2,353 1,556 

合計 7,578 4,385 3,193 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械及び
装置 

2,934 1,935 998 

その他 4,497 2,225 2,271 

合計 7,432 4,161 3,270 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び
装置 

3,573 2,204 1,368 

その他 3,318 1,861 1,456 

合計 6,891 4,066 2,824 

  （注） 一部のリース取引に係る

取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高（リ

ース料総額から、利息相当

額を控除して取得価額相当

額を算定しているリース取

引に係るものを除く）が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）    同左 （注） 一部のリース取引に係る

取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高（リース

料総額から、利息相当額を

控除して取得価額相当額を

算定しているリース取引に

係るものを除く）が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

  (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

    （百万円）

１年内 1,308 

１年超 1,940 

 合計 3,249 

  （百万円）

１年内 1,413 

１年超 1,882 

 合計 3,296 

  （百万円）

１年内 1,182 

１年超 1,685 

 合計 2,867 

  （注） 一部のリース取引に係る

未経過リース料中間期末残

高相当額は未経過リース料

中間期末残高（利息相当額

を控除して未経過リース料

中間期末残高相当額を算定

しているリース取引に係る

ものを除く）が有形固定資

産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

（注）    同左 （注） 一部のリース取引に係る

未経過リース料期末残高相

当額は未経過リース料期末

残高（利息相当額を控除し

て未経過リース料期末残高

相当額を算定しているリー

ス取引に係るものを除く）

が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

  (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

    （百万円）

支払リース料 784 

減価償却費相当額 736 

支払利息相当額 46 

  （百万円）

支払リース料 750 

減価償却費相当額 733 

支払利息相当額 18 

  （百万円）

支払リース料 1,557 

減価償却費相当額 1,539 

支払利息相当額 42 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同左 同左 

  (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リ

ース取引 

 該当する取引はありません。 同左 同左 



（有価証券関係） 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある
ものはありません。 
  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

１株当たり純資産額 184.46円 
１株当たり中間純利
益金額 

13.97円 

１株当たり純資産額 257.79円 
１株当たり中間純利
益金額 

48.39円 

１株当たり純資産額 216.08円 
１株当たり当期純利
益金額 

40.35円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、新株予約権
付社債等潜在株式がないため記載し
ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。  

 なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。 
 「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準第２号）
及び「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第４号）が平成14年４
月１日以後開始する事業年度に係る
財務諸表から適用されることになっ
たことに伴い、当事業年度から同会
計基準及び適用指針によっておりま
す。なお、これによる影響はありま
せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

中間（当期）純利益（百万円) 5,908 20,459 17,065 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円) 

－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純
利益（百万円） 

5,908 20,459 17,065 

期中平均株式数（株） 422,910,731 422,817,186 422,885,829 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

トルセン事業および子会社株式の譲渡  

 当社は、平成15年７月30日開催の取締役会

において、トルセン（自動車用駆動力差動制

限装置）事業およびトルセン事業に係る子会

社株式を譲渡することを決議し、平成15年８

月４日に譲渡契約を締結しました。  

(1) 譲渡の理由 

 当社はトルセン事業を燃料噴射事業、乗

用車用ブレーキ事業、自動車用エレクトロ

ニクス事業に次ぐ柱として販売の拡大に傾

注してきましたが、今後の事業展開を鑑

み、経営資源を自動車用電子制御部品など

のコア事業に集中させることとし、トルセ

ン事業はステアリング、ギアシステムの大

手である豊田工機株式会社に譲渡する方が

より発展、拡大の可能性があると判断しま

した。 

(2) 譲渡先の名称 

   豊田工機株式会社 

(3) 譲渡する事業および子会社の概要 

 ①譲渡事業の内容 

  自動車用駆動力差動制限装置に関す 

  る事業（トルセン事業） 

 ②譲渡対象資産等 

 ・当社のトルセン事業に係る固定資産、

  負債、特許権及び知的財産権 

 ・連結子会社である株式会社ゼクセルト

  ルセンの株式 

   売却株式数  ：9,800株 

   売却後の持分 ：０％ 

 ・連結子会社であるゼクセルベルギーホ

  ールディングエスエイ（ベルギー）の

  株式 

   売却株式数  ：1,046,955株 

   売却後の持分 ：０％ 

（注）１．ゼクセルベルギーホールディン

     グエスエイは、欧州における 

     トルセン事業の製造・販売子会

     社であるゼクセルトルセンエス

     エイ（ベルギー）の持株会社で

     あります。 

   ２．上記のほか、連結子会社である

     ゼクセルトルセンインク（米 

     国）が保有するトルセン事業に

     係る全ての資産・負債が営業譲

     渡されます。 

(4) 譲渡する事業の規模 

 連結売上高（平成14年１月１日～平成14

      年12月31日） 7,166百万円 

 単体売上高（平成14年１月１日～平成14

      年12月31日） 3,868百万円 

(5) 譲渡の時期 

平成15年８月31日 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

株式会社アルマエンジニアリングとの合併 

 当社は、平成15年10月31日開催の取締役会

において、承認決議された合併契約書に基づ

き、当社の完全子会社である株式会社アルマ

エンジニアリングと平成16年１月１日を合併

期日として合併しました。  

(1) 合併の趣旨 

 株式会社アルマエンジニアリングは産業

機械の外販を目的に当社より分離独立する

形で設立されましたが、当初の目標を達成

することが難しく、今後の事業性を鑑み、

効率的な経営をするため、吸収合併するこ

とといたしました。 

(2) 合併契約書の概要 

①合併方法 

 当社を存続会社とする吸収合併方式

で、株式会社アルマエンジニアリングは

解散いたしました。 

②合併に際しての株式の発行及び割当 

 合併による新株の発行はありません。 

③資本金の増加 

 合併による資本金の増加はありません。 

④会社財産の引継 

 当社は、株式会社アルマエンジニアリ

ングの資産、負債及び権利義務の一切を

合併期日において引き継ぎました。 

(3) 株式会社アルマエンジニアリングから引

き継いだ資産及び負債 

 当社が株式会社アルマエンジニアリン

グから引き継いだ資産及び負債の概要は

次のとおりであります。 

科目 金額 

流動資産 1,637百万円 

固定資産 1,514百万円 

資産合計 3,151百万円 

流動負債 2,088百万円 

負債合計 2,088百万円 

差引正味財産 1,063百万円 

 



前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年12月31日) 

(6) 譲渡価額見込額（連結子会社ゼクセルト

ルセンインクの営業譲渡価額を含む） 

総額 11,250百万円 

 ただし、譲渡価額は譲渡日現在の帳簿

価額に基づき、必要な調整を行います。 

   




